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第４次産業革命時代に求められる
人材育成のために
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これからの教育を考える上で

重要な社会の変化
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キャシー・デビッドソン教授：ニューヨーク市立大学

２０１１年に小学生になった子供の65％は
将来、現在存在していない職業に就くと予想される。

マイケル・Ａ・オズボーン准教授; オックスフォード大学

今後１０年から２０年の間に現在アメリカにある
職業の47％がコンピュータに取って代わられると
予想される。
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世界の人口予測

2017年に国連が発表した世界人口
予測によると、現在76億人の世界人
口は、アジア、アフリカの人口増を
中心に2050年に98億人、
2100年には112億人に
達すると予測。



急激な
人口減少

日本の総人口の長期的トレンド
（出所）総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、同「平成１２年及び１７年国勢調査結果による補間補正人口」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計）」、国土庁「日本列島における
人口分布の長期時系列分析」（１９７４年）をもとに、国土交通省国土計画局作成

現在

日本の人口予測

5



6
（平成26 年11 月 経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会 報告（ポイント図） より）
＜会長：三村明夫新日鐵住金株式会社相談役名誉会長、日本商工会議所会頭、元文部科学省中央教育審議会会長＞



※ 経済産業省ホームページより
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今が日本の、第4次産業革命の分かれ道。新産業構造ビジョン（経済産業省）
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IT人材の需給に関する推計結果の概要

出典：経済産業省「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」（平成28年6月10日） 8



※平成28年4月19日の産業競争力会議
にて文部科学大臣より発表「第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」



２
日本の教育の強い点
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OECD /PISA 2015 学力達成度調査
※ 調査対象 15歳
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（出典：平成28年11月、文部科学省「国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）の調査結果」より）



OECD/PIAAC 国際成人力調査 ２０１３

【ＩＴを活用した問題解決能力に関する結果概要】
○ＩＴを活用した問題解決能力については、パソコンを使用したコンピュータ調査でのみ測定され、紙での調査を受けた者については測定されない。
○このため、ＰＩＡＡＣでは、コンピュータ調査を受けなかった者も母数に含めたレベル２・３の者の割合で、各国のＩＴを活用した問題解決能力の状況
を分析している。

○我が国は、コンピュータ調査ではなく紙での調査を受けた者の割合が36.8%とＯＥＣＤ平均の24.4％を大きく上回っていることから、コンピュータ調
査を受けなかった者も母数に含めたレベル２・３の者の割合で見るとＯＥＣＤ平均並みに位置する。

○一方、コンピュータ調査を受けた者の平均点で分析すると、我が国の平均点は294点であり、ＯＥＣＤ平均283点を大きく上回り、参加国中第１位。
○また、レベル３の者の割合が参加国中最も多く、レベル１未満の者の割合が参加国中最も少ない。 13

※調査対象；16歳～65歳

読解力 数的思考力
ITを活用した問題解決能力

国際順位

平均得点
［OECD 平均］

1位
／24 
国・地域

1位
／ 24 
国・地域

296点
［273点］

288点
［269点］

コンピュータ調査を
受けた成人

1位
／ 20 
国・地域

294点
［283点］

中・上位レベルの
成人の割合

10位
／20
国・地域

35％
［34％］



（出典：平成29年11月 国立教育政策研究所）

14



３
日本の教育で気がかりな点
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○ 従来から見られた「自分の考えを説明すること」などに課題がある。（解答を課題文中から探そうとしているなどの誤答）
○ 過去の結果と比べて正答率に大きな変化があった設問の誤答状況を分析すると、
・複数の課題文の位置付け、構成や内容を理解しながら解答することができていない
・コンピュータ上の複数の画面から情報を取り出して整理し、それぞれの関係を考察しながら解答することができていない
などの誤答が見られた。

3.1 6.7
16.6

26.7 28.4
18.5

3.6
9.2

19.8
30.5

26.0
10.8

0.0

20.0

40.0

レベル1b,1b未満

（レベル1未満)

レベル1a

（レベル1）

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5以上

読解力の習熟度レベル別の生徒の割合（経年変化）

2000年調査 2003年調査 2006年調査 2009年調査 2012年調査 2015年調査
【過去の調査結果と比べて大きな変動があった設問の誤答分析】

○コンピュータ画面上での情報の理解＜世界の言語 問３＞

画面１

画面２

設問 １ページ目の「表」と２ページ目の「文章」の矛盾点を説明する

誤答 表と文章の読み取りが正確にできておらず、矛盾点をうまく説明できていない

２画面にわたる表の情報と文章の情報を、それぞれ整理し
突き合わせることがうまくできなかった可能性

○情報の見落とし＜ワークライト社 問２＞

○課題文の情報の誤読＜本について 問１＞

設問 比較的長い非連続型の文章を読み、解答する

誤答 文章の最後にある情報（注意書き）の位置付けを捉えられていなかったための誤答

設問 宣伝文、書評１、書評２を読み、作者を解答する

誤答 宣伝文の中にある、本の登場人物や書評の執筆者を解答

課題文の情報を整理しながら読めてい
ないために、
・一部の情報について文章全体における
意義を捉えられていなかった

・複数の文章の関係や個別の情報の意義
が捉えられていなかった

などの可能性

PISA2015 読解力の結果分析
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国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2015）の結果

◆学習への動機付けの課題

数学 理科

日本
国際

平均
日本

国際

平均

数学・理科の勉強は楽しい 52% 71% 66% 81%

数学・理科を勉強すると日常生活に役立つ 74% 84% 62% 85%

他教科を勉強するために数学・理科が必要 67% 80% 36% 73%

志望大学に入るために良い成績が必要 73% 85% 59% 77%

将来望む仕事につくために良い成績が必要 65% 81% 51% 72%

数学・理科を使うことが含まれる職業につきたい 21% 52% 25% 60%

＜日本の生徒の学習に対する意識＞
学習への動機付け、実社会との連関に課題

※ 生徒質問紙調査（対象：中学校２年生）において、下記項目に
つき、「強くそう思う」、「そう思う」と回答した生徒の割合の合計
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○ 平日，学校の授業時間以外に全く又はほとんど勉強していない者は，

高校３年生の約４割

○ 高校生の学校外の平均学習時間については、中上位層には大幅な減少からの改善
傾向が見られるが、下位層は低い水準で推移している

■高校生の学習時間の経年変化

（分）

■高校生の家庭学習時間

（出典）国立教育政策研究所「平成１７年度教育課程実施状況調査」
※平日の平均学習時間。土日は除く。
塾・予備校，家庭教師との学習時間を含む。

※回答人数149,753人

全くしない
39%

３０分未満

8%

３０分以上
１時間未満

8%

１時間以上
２時間未満

10%

２時間以上
３時間未満

11%

３時間以上

24%

その他

0%
無回答

0%

高校生の学力・学習意欲等の状況

89.2

70.0

56.8

65.5

83.6

67.0

84.5

108.0

98.8

105.1

119.1

44.643.2

49.5
54.7

38.2

62.0

112.1

60.3

114.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

１９９０年 １９９６年 ２００１年 ２００６年 ２０１５年

偏差値４５未満 偏差値４５－５０ 偏差値５０－５５ 偏差値５５以上

（調査実施年）

（出典）ベネッセ教育総合研究所「第５回学習基本調査」

※平日の平均学習時間。土日は除く。塾・予備校、家庭教師との学習時間を含む。
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（抜粋）
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高校生の“自己肯定感”国際比較

（出典） 国立青少年教育振興機構「高校生の生活と意識に関する調査報告書
～日本・米国・中国・韓国の比較～」（２０１５年８月）
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私は勉強が
得意な方だ

私は人並みの
能力がある

自分はダメな
人間だと思う
ことがある
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教員の“自己効力感”国際比較 （出典）OECD国際教員指導環境調査(TALIS)
2013年調査結果報告書より
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○諸外国の教育改革における資質・能力目標（平成24年度国立教育政策研究所プロジェクト研究報告）

世界においても、今日的に育成すべき人間像をめぐって、断片化された知識や技能ではなく、人間の全体的な能力を
コンピテンシー（competency）として定義し、それをもとに目標を設定し、政策をデザインする動きが広がっている。この概
念が、PISA やPIAA C などの国際調査にも取り入れられ、世界に大きな影響を与えている。

４ 世界の教育改革の動向

23



５
次期学習指導要領

24
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学習指導要領とは

全国のどの地域で教育を受けても、一定の水準の教育を受けられるよう

にするため、文部科学省では、学校教育法等に基づき、各学校で教育課程

（カリキュラム）を編成する際の基準を定めています。これを「学習指導

要領」といいます。

「学習指導要領」では、小学校、中学校、高等学校等ごとに、それぞれ

の教科等の目標や大まかな教育内容を定めています。

また、これとは別に、学校教育法施行規則で、例えば、小・中学校の教

科等の年間の標準授業時数等が定められています。

各学校では、この「学習指導要領」や年間の標準授業時数等を踏まえ、

地域や学校の実態に応じて、教育課程(カリキュラム)を編成しています。

(文部科学省ホームページより)
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教科書とは

教科書は，「小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及びこれらに準ずる

学校において，教育課程の構成に応じて組織排列された教科の主たる教材とし

て位置付けられ，児童生徒が学習を進める上で重要な役割を果たしています。

また，教育の機会均等を実質的に保障し，全国的な教育水準の維持向上を図

るため，上記の各学校において，教科書を使用することが義務付けられていま

す。

我が国の学校教育においては，各学校が編成する教育課程の基準として文部

科学省が学習指導要領を定めており，教科書は，この学習指導要領に示された

教科・科目等に応じて作成されています。

各学校においては，教科書を中心に，教員の創意工夫により適切な教材を活

用しながら学習指導が進められています。

(文部科学省ホームページより)
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教材とは

１．補助教材の使用について
○ 学校においては，文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学省が著作
の名義を有する教科用図書を使用しなければならないが，教科用図書以外の図書そ
の他の教材（補助教材）で，有益適切なものは，これを使用することができること。
（学校教育法第34条第2項，第49条，第62条，第70条，第82条）

○ 各学校においては，指導の効果を高めるため，地域や学校及び児童生徒の実態等
に応じ，校長の責任の下，教育的見地からみて有益適切な補助教材を有効に活用す
ることが重要であること。

２．補助教材の内容及び取扱いに関する留意事項について
○ 学校における補助教材の使用の検討に当たっては，その内容及び取扱いに関し，
特に以下の点に十分留意すること。
・教育基本法，学校教育法，学習指導要領等の趣旨に従っていること。
・その使用される学年の児童生徒の心身の発達の段階に即していること。
・多様な見方や考え方のできる事柄，未確定な事柄を取り上げる場合には，特定の
事柄を強調し過ぎたり，一面的な見解を十分な配慮なく取り上げたりするなど，特定
の見方や考え方に偏った取扱いとならないこと。

○ 教育委員会は，所管の学校における補助教材の使用について，あらかじめ，教育
委員会に届け出させ，又は教育委員会の承認を受けさせることとする定を設けるもの
とする。（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第33条第2項）

(平成27年3月4日付け、26文科初第1257号
文部科学省初等中等教育局長通知より)



今後の学習指導要領改訂に関するスケジュール（現時点の進捗を元にしたイメージ）

２６年度
（2014）

２７年度
(2015）

２８年度
(2016）

２９年度
(2017）

３０年度
(2018）

３１年度
(2019）

３２年度
(2020）

３３年度
(2021）

３４年度
(2022）

小
学
校

中
学
校

高
等
学
校

改
訂

29
・
３
・
31

改
訂

中
教
審
諮
問

26
・
11
・
20

答
申

28
・
12
・
21

周知・
徹底

周知・
徹底

周知・
徹底

使用開始教科書検定 採択・供給

３２年度～全面実施移行期間

使用開始教科書検定 採択・供給

使用開始教科書検定 採択・供給

移行期間

移行期間

３３年度～全面実施

３４年度～年
次進行で実

施

東京オリンピック

パラリンピック

幼
稚
園

中教審における検討

論
点
整
理

27
・
8
・
26

審
議
ま
と
め

28
・
8
・
26

周知・
徹底 ３０年度～全面実施

特別支援学校学習指導要領（幼稚部及び小学部・中学部）についても、平成29年４月28日に改訂告示を公示。
特別支援学校学習指導要領（高等部）についても、高等学校学習指導要領と一体的に改訂を進める。 28



学習指導要領改訂の背景

人工知能(AI)が飛躍的に進化する中、我が国の学校教育が育む
「人間の強み」が明らかになっています。

近年、飛躍的に進化した人工知能は、所与の目的の中で処理を行う一方、人間は、みず

みずしい感性を働かせながら、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのかな

どの目的を考え出すことができ、その目的に応じた創造的な問題解決を行うことができ

るなどの強みを持っています。

⇒ こうした人間の強みを伸ばしていくことは、学校教育が長年目指してきたことでも

あり､社会や産業の構造が変化し成熟社会に向かう中で､社会が求める人材像とも合致

するものです。

人工知能が進化して、
人間が活躍できる職業は
なくなるのではないか。

今学校で教えていることは、
時代が変化したら

通用しなくなるのではないか。

新しい教育課程では、学校教育のよさをさらに進化させていきます。

・これからの時代に求められる知識や力とは何かを明確にし、教育目標に盛り込みます。これにより、子供が学びの意
義や成果を自覚して次の学びにつなげたり、学校と地域・家庭とが教育目標を共有して「カリキュラム・マネジメン
ト」を行ったりしやすくなります。

・生きて働く知識や力を育む質の高い学習過程を実現するため、各教科における学びの特質を明確にするとともに、授
業改善の視点（「アクティブ・ラーニングの視点」）を明確にします。これにより、教科の特質に応じた深い学び
と、我が国の強みである「授業研究」を通じたさらなる授業改善を実現します。

子供たちに、情報化やグローバル化など急激な社会的変化の中でも、
未来の創り手となるために必要な知識や力

を確実に備えることのできる学校教育を実現します。

29



主体的･対話的で深い学び（「アクティブ・

ラーニング」）の視点からの学習過程の改善

主体的な学び

深い学び

対話的な学び

新しい時代に必要となる資質･能力の育成と、学習評価の充実

新しい時代に必要となる資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

何を学ぶか どのように学ぶか

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し、
社会と連携･協働しながら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む

「社会に開かれた教育課程」の実現

学習指導要領改訂の方向性

何ができるようになるか

生きて働く知識･技能の習
得など、新しい時代に求
められる資質･能力を育成

知識の量を削減せず、質
の高い理解を図るための
学習過程の質的改善

小学校の外国語教育の教科化、高校の新科目「公共（仮
称）」の新設など

各教科等で育む資質･能力を明確化し、目標や内容を構造
的に示す

学習内容の削減は行わない※

各学校における｢カリキュラム･マネジメント｣の実現

※高校教育については、些末な事実的知識の暗記が大学入学者選抜で問われることが課題になっており、
そうした点を克服するため、重要用語の整理等を含めた高大接続改革等を進める。

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成

生きて働く知識・技能の習得

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養
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学びを人生や社会に
生かそうとする
学びに向かう力・
人間性等の涵養

生きて働く
知識・技能の

習得

未知の状況にも
対応できる

思考力･判断力･表現力
等の育成

【主体的な学び】
学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形

成の方向性と関連付けながら、見通しを持って粘り
強く取り組み、自己の学習活動を振り返って次につ
なげる「主体的な学び」が実現できているか。

【対話的な学び】
子供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考

え方を手掛かりに考えること等を通じ、自己の考えを広げ
深める「対話的な学び」が実現できているか。

【深い学び】
習得・活用・探究という学びの過程の中で、各教科等の

特質に応じた「見方・考え方」を働かせながら、知識を相
互に関連付けてより深く理解したり、情報を精査して考え
を形成したり、問題を見いだして解決策を考えたり、思い
や考えを基に創造したりすることに向かう「深い学び」が
実現できているか。

【例】
・ 学ぶことに興味や関心を持ち、毎時間、見通しを

持って粘り強く取り組むとともに、自らの学習をま
とめ振り返り、次の学習につなげる

・ 「キャリア・パスポート（仮称）」などを活用
し、自らの学習状況やキャリア形成を見通したり、
振り返ったりする

主体的・対話的で深い学びの実現
（「アクティブ・ラーニング」の視点からの授業改善）について（イメージ）

【例】
・ 実社会で働く人々が連携・協働して社会に見られる課題を解決

している姿を調べたり、実社会の人々の話を聞いたりすること
で自らの考えを広める

・ あらかじめ個人で考えたことを、意見交換したり、議論した
り、することで新たな考え方に気が付いたり、自分の考えをよ
り妥当なものとしたりする

・ 子供同士の対話に加え、子供と教員、子供と地域の人、本を通
して本の作者などとの対話を図る

【例】
・ 事象の中から自ら問いを見いだし、課題の追究、課題の解

決を行う探究の過程に取り組む
・ 精査した情報を基に自分の考えを形成したり、目的や場

面、状況等に応じて伝え合ったり、考えを伝え合うことを通
して集団としての考えを形成したりしていく

・ 感性を働かせて、思いや考えを基に、豊かに意味や価値を
創造していく

「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善を行うことで、学校教育における質の高い学びを実現し、学習
内容を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的（アクティブ）に学び続けるようにすること
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６
新学習指導要領における
情報活用能力の育成
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（文部科学省ホームページより）
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新学習指導要領のポイント（情報教育・ＩＣＴ活用）

 情報活用能力を、言語能力と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置づけ

新学習指導要領（小学校及び中学校：平成２９年３月告示） ～情報教育・ＩＣＴ活用関連部分のポイント～

総則において、児童生徒の発達の段階を考慮し、言語能力、情報活用能力（情報モラルを含む。）等の学習の基盤とな
る資質・能力を育成するため、各教科等の特性を生かし、教科等横断的な視点から教育課程の編成を図るものとする
ことを明記。

 小学校においては、文字入力など基本的な操作を習得、プログラミング的思考を育成

各教科等の特質に応じて、児童がコンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤として必要となる情報手段
の基本的な操作を習得するための学習活動や、プログラミングを体験しながらコンピュータに意図した処理を
行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるための学習活動を計画的に実施することを明記（小学校学習
指導要領総則）

 学校のＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した学習活動の充実に配慮

総則において、情報活用能力の育成を図るため、各学校において、コンピュータや情報通信ネットワークなど
の情報手段を活用するために必要な環境を整え、これらを適切に活用した学習活動の充実を図ることに配慮す
ることを明記。

○ 中央教育審議会答申（平成28年12月）を踏まえ、平成２９年３月に小学校及び中学校の新学習
指導要領を告示（高等学校の新学習指導要領については今年度中に告示予定）。

○ 新学習指導要領については、小学校は平成３２年度、中学校は平成３３年度から全面実施。

⇒学習指導要領の総則においてＩＣＴ環境を整備する必要性が規定されたのは初！

⇒学習指導要領に「情報活用能力」が規定されたのは初！

⇒小学校の学習指導要領に「プログラミング」が盛り込まれたのは初！
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■ 課題や目的に応じた情報手段
の適切な活用

■ 必要な情報の主体的な収集・
判断・表現・処理・創造

■ 受け手の状況などを踏まえた発
信・伝達

Ａ 情報活用の実践力

■ 情報活用の基礎となる情報手
段の特性の理解

■ 情報を適切に扱ったり，自らの
情報活用を評価・改善するため
の基礎的な理論や方法の理解

Ｂ 情報の科学的な理解

■ 社会生活の中で情報や情報技術
が果たしている役割や及ぼしている
影響の理解

■ 情報モラルの必要性や情報に対す
る責任

■ 望ましい情報社会の創造に参画し
ようとする態度

Ｃ 情報社会に参画する態度

情報活用能力の育成

○情報及び情報手段を主体的に選択し活用していくための個人の基礎的資質(「情報活用能力」)を読み，書き，算盤に
並ぶ基礎・基本と位置付け、その育成に取り組む。

「教育の情報化に関する手引」より

●プログラミング
（コンピュータを利用した計測・制御の基

本的な仕組みの理解）等

●ICTの基本的な操作、情報
の収集・整理・発信

（文字入力、インターネット閲覧、情報

手段の適切な活用等）等

【取組例】

●情報モラル
（情報発信による他人や社会への影響等）

山崎教育システム

学習に用いる教材例
（中学校）

Scratchを活用した指導例（小学校）
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調査概要

対象学年・人数 調査時期 調査時間

小学校 第5学年（116校 3,343人）
H25.10～H26.1

45分×2

中学校 第2学年（104校 3,338人） 50分×2

高等学校 第2学年（135学科 4,552人） H27.12～H28.3 50分×2

【趣旨】 児童生徒の情報活用能力の実態の把握，情報活用能力育成に向けた施策の展開，学習指導の改
善，教育課程の検討のための基礎資料を得る。

【調査方法】 児童生徒の情報活用能力の実現状況に関する調査を、コン
ピュータを使って実施。

できたこと 課題
キーボードによる

文字入力数

小学校
○ 整理された情報を読み取
ること

▲ 複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つけ出し，関連付けること
▲ 情報を整理し、解釈すること
▲ 受け手の状況に応じて情報発信すること

5.9文字／分

※ 小学校は、中・高と入
力文章及び実施時間が
異なるため、参考値

中学校

○ 整理された情報を読み取
ること

○ 一覧表示された情報を整
理・解釈すること

▲ 複数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つけ出し，関連付けること
▲ 複数のウェブページの情報を整理・解釈すること
▲ 受け手の状況等に応じて情報発信すること

15.6文字／分

高等学校

○ 整理された情報を読み取
ること

○ 少ない階層からなるウェブ
ページの情報を整理・解釈
すること

▲ 複数の情報がある多くの階層からなるウェブページから、目的に応じて特定の情報を見つけ
出し，関連付けること

▲ 複数の統計情報を条件に合わせて整理し、それらを根拠として意見を表現すること
▲ ある事象の原因や傾向を推測するために、どのような情報が必要であるかを明確にすること
▲ 多項目かつ桁数の多い数値のある表で示された統計情報を，表計算アプリケーションを
使って数的な処理をすること

24.7文字／分

調査結果概要

情報活用能力調査（小・中・高等学校）

上位の学校群の特徴（小・中学校調査）

① 上位の学校群の教員は，下位の学校群と比べ，
次のような授業の実施頻度が高い傾向にある。

• 児童生徒に自分の考えを表現させること
• 児童生徒に情報を整理させること
• 児童生徒に情報手段の特性に応じた伝達及び
円滑なコミュニケーションを行わせること など

生徒質問紙調査から見える傾向（高等学校調査）

課題や問題点を解決しようとする場合に，「関連付
け」，「取捨選択」，「優先順位付け」，「振り返り」と
いったメタ認知的方略(※) を取る生徒ほど得点が高
い。

※ 「メタ認知的方略」 自己の認知活動を意識的にモニターしたり
コントロールしたりする方略

② 上位の学校群の児童生徒は，下位の学校群と
比べ，学校で次のようなICT活用をしている頻度
が高い傾向にある。
• 情報を収集すること
• 表やグラフを作成すること
• 発表するためのスライドや資料を作成すること
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＜情報活用の実践力＞
課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて、必要な情報を主体的に収集・判断・表現・処理・創造し、受け手の状況などを踏まえて発信・
伝達できる能力
＜情報の科学的な理解＞
情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と、情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解
＜情報社会に参画する態度＞
社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響を理解し、情報モラルの必要性や情報に対する責任について考え、望ましい情
報社会の創造に参画しようとする態度

情報活用能力の３観点８要素を基に、教育課程企画特別部会「論点整理」の方向性も踏まえて整理

ⅰ）知識・技能
（何を理解しているか、
何ができるか）

情報と情報技術を活用した問題の発見･解決等の方法や、情報化の進展が社会の中で果たす役割や影響、
情報に関する法･制度やマナー、個人が果たす役割や責任等について情報の科学的な理解に裏打ちされた
形で理解し、情報と情報技術を適切に活用するために必要な技能を身に付けていること。

・情報と情報技術を適切に活用するための知識と技能
・情報と情報技術を活用して問題を発見・解決するための方法についての理解
・情報社会の進展とそれが社会に果たす役割と及ぼす影響についての理解
・情報に関する法・制度やマナーの意義と情報社会において個人が果たす役割や責任についての理解

ⅱ）思考力・判断力・
表現力等
（理解していること・でき
ることをどう使うか）

様々な事象を情報とその結びつきの視点から捉え、複数の情報を結び付けて新たな意味を見いだす力や、
問題の発見･解決等に向けて情報技術を適切かつ効果的に活用する力を身に付けていること。

・様々な事象を情報とその結び付きの視点から捉える力
・問題の発見・解決に向けて情報技術を適切かつ効果的に活用する力（相手や状況に応じて情報を適切に発信したり、発信者の意図を理解したりする
ことも含む）
・複数の情報を結び付けて新たな意味を見いだしたり、自分の考えを深めたりする力

ⅲ）学びに向かう力・
人間性等
（どのように社会・世界と
関わりよりよい人生を送
るか）

情報や情報技術を適切かつ効果的に活用して情報社会に主体的に参画し、その発展に寄与しようとする態
度等を身に付けていること。

・情報を多面的・多角に吟味しその価値を見極めていこうとする態度
・自らの情報活用を振り返り、評価し改善しようとする態度
・情報モラルや情報に対する責任について考え行動しようとする態度
・情報社会に主体的に参画し、その発展に寄与しようとする態度

情報活用能力を構成する資質・能力のイメージ

世の中の様々な事象を情報とその結び付きとして捉え，情報及び情報技術を適切かつ効果的に活用して，問題
を発見・解決したり、自分の考えを形成したりしていくために必要な資質・能力
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７
情報活用能力における
プログラミング教育
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小学校段階におけるプログラミング教育の在り方について（議論の取りまとめ）

・近年、飛躍的に進化した人工知能は、所与の目的の中で処理を行う一方、人間は、みずみずしい感性を働かせながら、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのかなど
の目的を考え出すことができ、その目的に応じた創造的な問題解決を行うことができるなどの強みを持っている。こうした人間の強みを伸ばしていくことは、学校教育が長年目
指してきたことでもあり、社会や産業の構造が変化し成熟社会に向かう中で、社会が求める人材像とも合致するものとなっている。
・自動販売機やロボット掃除機など、身近な生活の中でもコンピュータとプログラミングの働きの恩恵を受けており、これらの便利な機械が「魔法の箱」ではなく、プログラミングを
通じて人間の意図した処理を行わせることができるものであることを理解できるようにすることは、時代の要請として受け止めていく必要がある。
・小学校段階におけるプログラミング教育については、コーディング（プログラミング言語を用いた記述方法）を覚えることがプログラミング教育の目的であるとの誤解が広
がりつつあるのではないかとの指摘もある。

プログラミング教育の必要性の背景

プログラミング教育とは

子供たちに、コンピュータに意図した処理を行うように指示することが
できるということを体験させながら、将来どのような職業に就くとしても、
時代を超えて普遍的に求められる力としての「プログラミング的思考」
などを育成するもの

プログラミング的思考とは

自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組合
せが必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組み
合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように改善していけば、より
意図した活動に近づくのか、といったことを論理的に考えていく力

プログラミング教育を通じて目指す育成すべき資質･能力

思考力・判断力・表現力等知識・技能

学びに向かう力・人間性等

【知識・技能】
（小）身近な生活でコンピュータが活用されていることや、問題の解決には必要

な手順があることに気付くこと。
【思考力・判断力・表現力等】
発達の段階に即して、「プログラミング的思考」を育成すること。

【学びに向かう力・人間性等】
発達の段階に即して、コンピュータの働きを、よりよい人生や社会づくりに生かそ
うとする態度を涵養すること。

こうした資質・能力を育成するプログラミング教育を行う単元について、各学校が適切に位置付け、実施していくことが求められる。また、プログラミング教育を実施する前提
として、言語能力の育成や各教科等における思考力の育成など、全ての教育の基盤として長年重視されてきている資質・能力の育成もしっかりと図っていくことが重要である。

総合的な学習の時間
自分の暮らしとプログラミングとの関係を考え、その
よさに気付く学び

理科
電気製品にはプログラムが活用され条件に応じて
動作していることに気付く学び

算数
図の作成において、プログラミング的思考と数学的
な思考の関係やよさに気付く学び

【小学校段階におけるプログラミング教育の実施例】 【実施のために必要な条件整備等】

（１）ICT環境の整備

（２）教材の開発や指導事例集の整備、教員研
修等の在り方

（３）指導体制の充実や社会との連携・協働

音楽
創作用のICTツールを活用しながら、音の長さや高さ
の組合せなどを試行錯誤し、音楽をつくる学び

図画工作
表現しているものを、プログラミングを通じて動かすこと
により、新たな発想や構想を生み出す学び

特別活動 クラブ活動において実施

小学校段階におけるプログラミング教育の在り方について（議論の取りまとめ）
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新学習指導要領

「情報活用能力」※を「学習の基盤となる資質・能力」と位置付
け、教科横断的に育成する旨を明記するとともに、小・中・高
等学校を通じてプログラミング教育を充実

※ 「情報活用能力」は、コンピュータ等の情報手段を適切に用いて情報を収集・整理・比較・発信・伝達したりする力であ
り、さらに、基本的な操作技能やプログラミング的思考、情報モラル、情報セキュリティ、統計等に関する資質・能力等も含
むもの（学習指導要領解説の要約）

小学校 必修化
• 総則において、各教科等の特質に応じて、「プログラミングを体験しながら、

コンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身に
付けるための学習活動」を計画的に実施することを明記

• 算数、理科、総合的な学習の時間において、プログラミングを行う学習場面
を例示

中学校 技術・家庭科（技術分野）
• プログラミングに関する内容を倍増（「計測・制御のプログラミング」に加え、

「ネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツのプログラミング」につ
いて学ぶ）

高等学校 情報科 （平成29年度中に改訂予定）

• 全ての生徒が必ず履修する科目（共通必履修科目）「情報Ⅰ」を新設し、
全ての生徒が、プログラミングのほか、ネットワーク（情報セキュリティを含
む）やデータベースの基礎等について学ぶ

• 「情報Ⅱ」（選択科目）では、プログラミング等について更に発展的に学ぶ

現行学習指導要領

小学校 明記していない
※学校の判断で実施可能

中学校 技術・家庭科（技術分野）
• 「プログラムによる計測・制御」が必修

高等学校 情報科
• 「社会と情報」「情報の科学」の２科目
からいずれか１科目を選択必履修

• 「情報の科学」を履修する生徒の割合
は約２割（約８割の生徒は、高等学校
でプログラミングを学ばずに卒業する）

学
習
指
導
要
領
改
訂

プログラミング教育の充実について
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第２章 各教科 第３節 算数

第３ 指導計画の作成と内容の取扱い

２ 第２の内容の取扱いについては，次の事項に配慮するものとする。

(2) 数量や図形についての感覚を豊かにしたり，表やグラフを用いて表現する力

を高めたりするなどのため，必要な場面においてコンピュータなどを適切に活

用すること。また，第１章総則の第３の１の(3)のイに掲げるプログラミングを体

験しながら論理的思考力を身に付けるための活動を行う場合には，児童の負

担に配慮しつつ，例えば第２の各学年の内容の〔第５学年〕の「Ｂ図形」の(1)に

おける正多角形の作図を行う学習に関連して，正確な繰り返し作業を行う必要

があり，更に一部を変えることでいろいろな正多角形を同様に考えることができ

る場面などで取り扱うこと。

次期小学校学習指導要領（H29.3.31告示）
～情報教育関係抜粋～
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第２章 各教科 第４節 理科

第３ 指導計画の作成と内容の取扱い

２ 第２の内容の取扱いについては，次の事項に配慮するものとする。

(2) 観察，実験などの指導に当たっては，指導内容に応じてコンピュータや情

報通信ネットワークなどを適切に活用できるようにすること。

また，第１章総則の第３の１の(3)のイに掲げる

プログラミングを体験しながら論理的思考力を身に付けるための学習活動

を行う場合には，児童の負担に配慮しつつ，例えば，第２の各学年の内容の

〔第６学年〕の「Ａ物質・エネルギー」の(4)における電気の性質や働きを利用

した道具があることを捉える学習など，与えた条件に応じて動作していること

を考察し，更に条件を変えることにより，動作が変化することについて考える

場面で取り扱うものとする。
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第５章 総合的な学習の時間

第３ 指導計画の作成と内容の取扱い

２ 第２の内容の取扱いについては，次の事項に配慮するものとする。

(３)探究的な学習の過程においては，コンピュータや情報通信ネットワークなど
を適切かつ効果的に活用して，情報を収集・整理・発信するなどの学習活動
が行われるよう工夫すること。その際，コンピュータで文字を入力するなど
の学習の基盤として必要となる情報手段の基本的な操作を習得し，情報や情
報手段を主体的に選択し活用できるよう配慮すること。

(９)情報に関する学習を行う際には，探究的な学習に取り組むことを通して，情

報を収集・整理・発信したり，情報が日常生活や社会に与える影響を考えた

りするなどの学習活動が行われるようにすること。第１章総則の第３の１の

(３)のイに掲げるプログラミングを体験しながら論理的思考力を身に付ける

ための学習活動を行う場合には，プログラミングを体験することが，探究的

な学習の過程に適切に位置付くようにすること。
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未来の学びコンソーシアム

○ 文部科学省・総務省・経済産業省が連携して、教育・IT関連の企業・ベンチャーなどと共に、「未来の学び
コンソーシアム」を立ち上げ（平成29年3月9日設立）、多様かつ現場のニーズに応じたデジタル教材の開
発や学校における指導に向けたサポート体制構築を推進。

○ 当面、小学校プログラミング教育の充実・普及促進の実現に貢献すべく取組を推進。

総務省 経産省文科省

運営協議会
• 全体の企画・進捗管理

• 小学校プログラミング教育の充実に向けた方策の検討 等

コンソーシアム
参画企業・団体

現場のニーズに応じた教材開発推進及び学校支援の実現

 先進自治体の取組紹介
 教材・コンテンツの紹介・搭載
 実践指導事例の収集・紹介
 教育委員会・学校と事業者のマッチング
 ワークショップ（プログラム体験イベント等）の紹介 等

コンソーシアム
参画企業・団体

事業者
（教材開発）

事業者
（外部人材）

（コンソーシアム事務局）

プラットフォームの構築

教育委員
会・学校

教育委員
会・学校
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新学習指導
要領告示
(H29.3.31)

同解説
公表

(H29.6.21）

小学校プログラミング教育の円滑な実施に向けた工程

未来の学びコンソーシアムによる支援

小学校プログラミング教育支援推進事業におい
て、以下の取組を実施
• 指導事例（グッドプラクティス）の創出
指導手引書の作成

• 各地域のリーダーとなる教員に対する研修
• 校内研修教材の作成

情報教育推進校（IE-School）事業による指導事
例の収集
※プログラミング教育を含む情報活用能力育成のた
めの実践事例を収集

小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
全
面
実
施

①企業・団体による質の高い教材開発の促進
・教材開発者と教育専門家（指導主事・教科調査官等）との意見交換の
場の設置
・先行的にプログラミングを実践している教員等から、授業で使いやす
い教材のイメージについてヒアリング・共有

②人的支援体制の検討
・先行して取り組んでいる自治体や、既に研修講師派遣等を実施して
いる団体等からヒアリングを行い、人的支援体制のニーズ整理及び
基本設計を実施

③情報発信等
・ポータルサイトを構築し、学校現場がプログラミング教育を実施する際の有益な情報を掲載
・プログラミング教育の理解増進に向けたセミナー等の普及啓発活動の実施

＜人的支援体制の仕組みの運用＞
・人的支援を必要とする学校現場への外部人材の
派遣等

＜学校現場での実践を踏まえた教材改善の促進＞
・活用した学校の意見等を企業・団体で共有し、教材
改善に生かす

「小学校プログラミング教育指針」
（仮称）策定

若年層に対するプログラミング教育の普及推
進事業による課外での教育事例の収集

地域におけるIoTの学び推進事業において、
IoTを地域で継続的・発展的に学べる学習機会の
手法を確立

連携

○ 教育課程におけるプログラミング教育と課外におけるプログラミング教育の実践強化、さらに、官民連携による良質な教材開発促進・人的支援体制の

構築が相まって、質の高いプログラミング教育を実現

教
育
委
員
会
・
学
校
に
お
け
る
本
格
的
な
準
備
（
教
員
研
修
・
使
用
教
材
の
調
達
等
）

H30年度（2018年度）～
H32年度
（2020年度）

H31年度
（2019年度）

H29年度（2017年度）

文
部
科
学
省

総
務
省

文
部
科
学
省
・
総
務
省
・
経
済
産
業
省
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次期中学校学習指導要領（H29.3.31告示）
～ 技術・家庭科 技術分野（Ｄ 情報の技術）～
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高等学校情報科の現状・課題と改訂の方向性

現行科目 新科目（案）

「社会と情報」

情報機器や情報通信ネット
ワークの適切な活用，情報化
が社会に及ぼす影響の理解
等を重視

「情報の科学」

情報や情報技術の活用に必
要となる科学的な考え方，情
報社会を支える情報技術の役
割の理解等を重視

「情報Ⅱ」

「情報Ⅰ」

いずれか１科目を選択必履修 全ての生徒が共通必履修

「情報Ⅰ」の基礎の上に選択履修

中央教育審議会
答申

「幼稚園、小学校、

中学校、高等学校及
び特別支援学校の
学習指導要領等の
改善及び必要な方策

等について」
（平成28年12月）

 「情報の科学」を履修する生徒の割合は約２割（約８割の生徒は，高
等学校でプログラミング等を学ばずに卒業する）

 情報の科学的な理解に関する指導が必ずしも十分ではない

 情報やコンピュータに興味・関心を有する生徒の学習意欲に必ずし
も十分に応えられていない

 今後の高度情報社会を支えるＩＴ人材の裾野を広げていくこと，その
ためにプログラミングや情報セキュリティに関する教育を充実してい
くことの重要性が，各種政府方針により指摘

生徒の卒業後の進路等を問わず，情報の科学的な理解に
裏打ちされた情報活用能力を育むことが重要

全ての生徒が，プロブラミングやモデル化・

シミュレーション，ネットワーク（関連して情報
セキュリティを扱う）とデータベースの基礎等
について学ぶ

新学習指導要領の実施に向けて
 情報科の教育内容の充実に対応した，情報科担当教員を対象とし
た研修の開発・展開など，情報科担当教員の指導力の向上

 カリキュラム・マネジメントによる他教科等との連携

 プログラムの制作・実行環境など，授業に活用されるアプリケーショ
ン等も含めた教材の開発・提供，民間の教材や取組等との連携

 情報科の学習活動の充実に必要なＩＣＴ環境の整備
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８
高大接続改革
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「高大接続改革」とは

○「高大接続改革」とは何か。

◆ 大学入試改革も含まれているが、それだけではない。
◆ ①「高等学校教育」と、
②「大学教育」、
③両者を接続する「大学入学者選抜」を、
連続した１つの軸として、一体的に改革するもの。

○なぜ「高大接続改革」なのか。（なぜ三者一体なのか。）

◆「高等学校教育」と「入学者選抜(大学入試)」は一緒に変わる必要。
・大学入試が変わらないと高校教育が変わらない、
・受験圧力の低下と高校生の学修量の低下、等

◆ 少子化・国際競争の進展の中で、大学教育の質的転換（しっかりと
学ぶ大学教育へ）
・大学教育を受けるに足る入学者の選抜

・多様な入学者とそれに合わせた教育プログラムの必要性、等
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「高大接続改革」の必要性

学力の３要素を

多面的・総合的に評価する

高校までに培った力を
更に向上･発展させ、
社会に送り出すための

学力の３要素を育成する

●国際化、情報化の急速な進展

社会構造も急速に、かつ大きく変革。

●知識基盤社会のなかで、新たな価値を

創造していく力を育てることが必要。

●社会で自立的に活動していくために必

要な「学力の３要素」をバランスよく

育むことが必要。

【学力の３要素】

① 知識・技能の確実な習得

②（①を基にした）

思考力、判断力、表現力

③ 主体性を持って多様な

人々と協働して学ぶ態度

高等学校教育・大学教育・大学入学者選抜の一体的改革

高大接続改革
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９
情報モラル教育
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出典：平成28年度青少年のインターネット利用環境実態調査（内閣府）
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情報モラル教育の一層の充実に向けて

子供たちをとりまく環境等の現状

 2010年前後からスマートフォンやSNSが子供たちの間にも急
速に普及

 インターネット利用が長時間化、コミュニティサイト等での被害
の増加

 他者の個人情報の取扱いや不正請求等の危険への対処に
課題（平成25年度「情報活用能力調査（小・中学校）」）

情報モラル教育充実の視点（例）

 情報端末の使用の安易な禁止ではなく、より適切に使用できるよ
うにする

 狭義のモラルだけでなく、情報安全や情報セキュリティを含む情
報モラル教育に取り組んでいく

 「なぜしてはいけないのか」「なぜしなければならないのか」を考え
させる（道徳的に考えるだけでなく、発達の段階に応じて、情報や
情報技術の特性も踏まえて考えさせる）

 学校全体で計画的に取り組み、その上で必要に応じて生徒指導
と連携するとともに、家庭や地域とも連携していく

■『情報社会の新たな問題を考えるため
の教材～安全なインターネットの使い方
を考える～』動画教材と手引書
（平成25年度作成、27年度改訂・充実）

すぐに授業に活用できるようモデル指導案、
ワークシート例、アンケート例等を添付

「情報モラル」とは（学習指導要領解説総則編）

「情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度」

• 他者への影響を考え、人権、知的財産権など自他の権利を尊重し
情報社会での行動に責任をもつこと

• 危険回避など情報を正しく安全に利用できること

• コンピュータなどの情報機器の使用による健康とのかかわりを理解
すること など

情報モラル教育の進め方（３つの視点）（指導の手引き）

日常モラルを育てる

仕組み（インターネットや機器・サービス等の特性）を理解させる

日常モラルと仕組みを組み合わせて考えさせる

主な取組

■『保護者のための情報モラル教室
話し合っていますか？家庭のルール
～安全で安心なインターネット利用のた
めに～』動画教材、パンフレット等
（平成27年度作成）

PTAの集会等、保護者の方を対象とした様々な
場で活用できる教材

■『情報モラル実践事例集2015』
（平成27年度作成）

教育委員会、学校のほか、地域が主体となって
取り組んだ実践事例を紹介

http://www.mext.go.jp/a_menu/shot
ou/zyouhou/detail/1369617.htm

■教員等を対象としたセミナー・フォーラ
ムの実施
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１０
ＩＣＴ環境整備など
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教
育
用
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

１
台
当
た
り
の
児
童
生
徒
数

前年度調査
からの
増加分

（人/台） 【前年度（平均：6.2人/台、最高：2.2人/台、最低：8.2人/台）】

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

平均値 5.9人/台（H29.3.1）平均値 6.2人/台 （H28.3.1）

2

12

3

4

5

6

7

8

9

10

11

1

1.9人/台
（最高）

8.0人/台
（最低）

目標値 3.6人/台 （第2期教育振興基本計画）

整備状況の地域差が顕著

出典：「学校における教育の情報化の実態等に関する調査（H29.3現在）」

◆都道府県別 学校における主なＩＣＴ環境の整備状況

○ 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数
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Stage1

Stage2

Stage3

Stage4

電子黒板
（大型提示装置）

グループ1台
可動式PC

授業展開に
応じて必要な
時に1人1台
可動式PC

1人1台
可動式PC
(家庭負担?)

普通教室のICT環境整備のステップ(イメージ)

＋

＋

＋

＋

＋

個人
フォルダ

個人
フォルダ

＋

＋

＋
無線LAN

無線LAN

無線LAN等?

個人
フォルダ

＋
各教室PC1台

＋
無線LAN ?

次期学習指導要領実施に向けて
早急にStage３の環境整備が必要

※「電子黒板」については、
授業上必要な機能を有する
大型提示装置の代替活用を
含む。

電子黒板
（大型提示装置）

電子黒板
（大型提示装置）

電子黒板
（大型提示装置）

＋

3クラスに1クラス
分程度
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学校におけるＩＣＴ環境整備推進について

※本年１月末頃公表予定

58

教育のＩＴ化に向けた環境整備4か年計画（平成26～29年度）

第２期教育振興基本計画で目標とされている水準

●教育用PC1台当たりの児童生徒数３．６人

①コンピュータ教室４０台

②各普通教室１台、特別教室６台

③設置場所を限定しない可動式コンピュータ４０台

●電子黒板・実物投影機を（１学級当たり１台）

●超高速インターネット接続率及び無線LAN整備率１００％

●校務用コンピュータ 教員１人１台

●教育用ソフトやICT支援員等を配置

電子黒板

学習用ソフトウェア

書画カメラ(実物投影機)

無線ＬＡＮ

コンピュータ

21世紀にふさわしい学校教育を実現できる環境の整備を図るため、第2期教育振興基本計画（平成25年

6月14日閣議決定）で目標とされている水準の達成に必要な所要額を踏まえ、平成26～29年度まで単年度

1,678億円（4年間総額6,712億円）の地方財政措置を講じることとされています。



どのような地域であっても、「税収等＋地方交付税」の一般財源が、
標準的な行政サービスを提供するための歳出規模を賄えるように、

地方交付税の配分を通じて財源を保障。
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【参考】「小学校施設整備指針（平成２８年３月版）」（抜粋）

第１章 総則
第２節 学校施設整備の課題への対応
第１ 子供たちの主体的な活動を支援する施設整備
２ 情報環境の充実
(1) 児童の主体的な活動及び自らの意志で学ぶことを支え、高度情報通信ネットワーク社会において生き
る力を育てる教育環境の整備や､校務情報化の推進に資するため､校内の情報ネットワークの整備やコン
ピュータ､プロジェクタ等の情報機器の導入への対応について､積極的に計画することが重要である。

第２ 安全でゆとりと潤いのある施設整備
第３章 平面計画
第２ 学習関係諸室
８ 図書室
(1) 利用する集団の規模等に対して十分な広さの空間を確保するとともに、各教科における学習活動等に
おいて効果的に活用することができるよう普通教室等からの利用のしやすさを考慮しつつ、児童の活動
範囲の中心的な位置に計画することが重要である。

(2) 図書、コンピュータ、視聴覚教育メディアその他学習に必要な教材等を配備した学習・メディアセン
ターとして計画することも有効である。

(3) 学習・研究成果の展示のできる空間を計画することも有効である。
第４章 各室計画
第２ 学習関係諸室
１５ 図書室
(1) 多様な学習活動に対応することができるよう面積、形状等を計画することが重要である。
(2) １学級相当以上の机及び椅子を配置し、かつ、児童数等に応じた図書室用の家具等を利用しやすいよ
う配列することのできる面積、形状等とすることが重要である。

(3) 児童の様々な学習を支援する学習センター的な機能､必要な情報を収集･選択･活用し､その能力を育成
する情報センター的な機能、学校における心のオアシスとなり、日々の生活の中で児童がくつろぎ、
自発的に読書を楽しむ読書センター的な機能について計画することが重要である。

(4) 司書教諭、図書委員等が図書その他の資料の整理、修理等を行うための空間を確保することが望まし
い｡

(5) 資料の展示、掲示等のための設備を設けることのできる空間を確保することも有効である。
(6) 図書を分散して配置する場合は、役割分担を明確にし、相互の連携に十分留意して計画することが重
要である。 62



●首長と教育委員会

が協議・調整する

ことにより、両者

が教育政策の方向

性を共有し、一致

して執行にあたる

ことが可能に

学校の教材整備の進め方
◆教材整備計画における教材費は地方交付税措置であるため、各地方公共団体が予算措置することが必要です。
◆地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、各地方公共団体に設置されることになる総合教育会議
において、首長と教育委員会が協議・調整することも有効であると考えられます。

首長
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